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○南城市軽自動車税の種別割等に関する規則 

平成２４年２月１日 

規則第１号 

改正 平成３０年１１月５日規則第２８号 

（題名改称） 

令和３年９月３０日規則第４８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、南城市税条例（平成１８年南城市条例第４６号。以下「条例」という。）

第８９条から第９１条までに規定する軽自動車税の種別割等に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

（平３０規則２８・一部改正） 

（減免の判定日） 

第２条 条例第８９条第１項及び第９０条第１項の規定は、４月１日に要件を満たすものと

する。 

２ 条例第９０条第１項第１号に規定する年齢１８歳未満の判定は、４月１日とする。 

（軽自動車等の減免） 

第３条 条例第８９条第１項に規定する減免の対象となる軽自動車等は、次に掲げるとおり

とする。 

（１） 南城市社会福祉協議会が専ら社会福祉事業の用に供するために所有する軽自動車

等（主として事務の用に供する軽自動車等を除く。） 

（２） 社会福祉法人又は特定非営利活動法人が次に掲げる事業の用に供するために所有

する軽自動車等（主として事務の用に供する軽自動車等を除く。） 

ア 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第２項第１号から第４号までに掲げ

る事業又は同項第７号に掲げる事業のうち授産施設を経営する事業 

イ 社会福祉法第２条第３項第３号から第４号の２までに掲げる事業 

２ 条例第９０条第１項第２号に規定する減免の対象となる軽自動車等は、車いすの昇降装

置、固定装置又は浴槽を装置する等特別の仕様により製造された特殊用途自動車、又は一

般の自動車に同種の構造変更が加えられた特殊用途自動車で、自動車検査証の「車体の形

状欄」に「車いす移動車」又は「入浴車」等が記載されているものとする。 

（平３０規則２８・一部改正） 

（身体障害者等に対する減免） 
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第４条 条例第９０条第１項第１号に規定する身体障害者等は、次の各号に掲げる者とする。 

（１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身

体障害者手帳の交付を受けている者で、次の表の左欄に掲げる障害の区分に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別

表第５号に定める障害の級別に該当する障害を有するもの 

障害の区分 障害の級別 

本人運転の場合 生計同一者運転の場合又は常

時介護者運転の場合 

視覚障害 1級から3級までの各級及び4

級の1 

同左 

聴覚障害 2級及び3級 同左 

平衡機能障害 3級 同左 

音声機能障害 3級（喉頭摘出による音声機能

障害がある場合に限る。） 

適用しない（障害者本人運転に

限る。） 

上肢不自由 1級、2級の1及び2級の2 同左 

下肢不自由 1級から6級までの各級 1級、2級及び3級の1 

体幹不自由 1級から3級までの各級及び5

級 

1級から3級までの各級 

乳幼児期以前の

非進行性の脳病

変による運動機

能障害 

上肢機能障

害 

1級及び2級（一上肢のみに運

動機能障害がある場合を除

く。） 

同左 

移動機能障

害 

1級から6級までの各級 1級及び2級、3級（一下肢のみ

に運動機能障害がある場合を

除く。） 

心臓機能障害 1級及び3級 同左 

じん臓機能障害 1級及び3級 同左 

呼吸器機能障害 1級及び3級 同左 

ぼうこう又は直腸の機能障

害 

1級及び3級 同左 

小腸の機能障害 1級及び3級 同左 



3/14 

ヒト免疫不全ウイルスによ

る免疫機能障害 

1級から3級までの各級 同左 

肝臓機能障害 1級から3級までの各級 同左 

（２） 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第４条第１項又は第２項の規

定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で、次の表の左欄に掲げる障害の区分に応

じ、それぞれ同表の右欄に掲げる恩給法（大正１２年法律第４８号）別表第１号表ノ２

又は第１号表ノ３に定める重度障害の程度に該当する障害を有するもの（身体障害者手

帳の交付を受けている者を除く。） 

障害の区分 障害の級別 障害の級別 

本人運転の場合 生計同一者運転の場合又は常時

介護者運転の場合 

視覚障害 特別項症から第4項症までの各

項症 

同左 

聴覚障害 特別項症から第4項症までの各

項症 

同左 

平衡機能障害 特別項症から第4項症までの各

項症 

同左 

音声機能障害 特別項症から第2項症までの各

項症（喉頭摘出による音声機能障

害がある場合に限る。） 

適用しない（障害者本人運転に限

る。） 

上肢不自由 特別項症から第3項症までの各

項症 

同左 

下肢不自由 特別項症から第6項症までの各

項症及び第1款症から第3款症ま

での各款症 

特別項症から第3項症までの各項

症 

体幹不自由 特別項症から第6項症までの各

項症及び第1款症から第3款症ま

での各款症 

特別項症から第4項症までの各項

症 

心臓機能障害 特別項症から第3項症までの各

項症 

同左 
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じん臓機能障害 特別項症から第3項症までの各

項症 

同左 

呼吸器機能障害 特別項症から第3項症までの各

項症 

同左 

ぼうこう又は直腸の機

能障害 

特別項症から第3項症までの各

項症 

同左 

小腸の機能障害 特別項症から第3項症までの各

項症 

同左 

肝臓機能障害 特別項症から第3項症までの各

項症 

同左 

（３） 療育手帳の交付を受けている者で、療育手帳制度の実施について（昭和４８年９

月２７日児発第７２５号厚生省児童家庭局長通知）第三、１（一）に定める重度（A１、

A２）の障害を有するもの 

（４） 精神障害者保健福祉手帳（通院医療費の公費負担番号が記載されているものに限

る。）の交付を受けている者のうち、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令

（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項に定める１級の障害を有するもの 

（減免申請等） 

第５条 条例第８９条第２項及び第９０条第３項に規定する種別割の減免申請は、軽自動車

税（種別割）減免申請書（公益用・構造上用）（様式第１号）によるものとする。 

２ 条例第９０条第２項に規定する種別割の減免申請は、軽自動車税（種別割）減免申請書

（身体障がい者用）（様式第２号）によるものとする。 

３ 前２項の減免申請があった場合における当該減免申請に関する決定の通知は、軽自動車

税（種別割）減免について（通知）（様式第３号）によるものとする。 

（平３０規則２８・一部改正） 

（減免事由消滅申告書） 

第６条 条例第８９条第３項の規定する申告は、軽自動車税（種別割）減免事由消滅申告書

（様式第４号）によるものとする。 

（平３０規則２８・一部改正） 

（減免の額及び期日） 

第７条 条例第８９条第１項及び第９０条第１項の規定による減免の額は、当該年度分の種

別割の全額とする。 
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２ 賦課期日後、年度の途中において減免すべき事由に該当することとなったとき又は該当

しなくなったときは、当該該当することとなった日又は該当しなくなった日の属する年度

の翌年度から減免又は課税の対象とする。 

（平３０規則２８・一部改正） 

（減免の取消し） 

第８条 市長は、虚偽の申請その他不正の行為により減免を受けた場合又は減免の事由が消

滅した場合は、減免を取消すことができる。 

（減免の継続） 

第９条 条例第９０条第１項に該当する軽自動車等で同項の規定の適用を受けた者にあっ

ては、当該減免の措置を受けた内容に変更がないと市長が認める間は、同条第２項の申請

をした年度の翌年度以降においても当該軽自動車等に限り、同項の規定による申請があっ

たものとみなして、種別割を減免する。 

（平３０規則２８・一部改正） 

（原動機付自転車等の標識の取り付け箇所） 

第１０条 条例第９１条に規定する原動機付自転車等の標識は、車体の後部に取り付けなけ

ればならない。 

（標識及び証明書の様式） 

第１１条 条例第９１条第４項に規定する様式は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 標識のひな形（その１）（様式第５号） 

（２） 標識のひな形（その２）（様式第６号） 

（３） 標識交付証明書（様式第７号） 

（補則） 

第１２条 この規則に定めるもののほか、種別割等に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

（平３０規則２８・一部改正） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年２月１日から施行する。 

（南城市軽自動車税課税免除に関する規則の廃止） 

２ 南城市軽自動車税課税免除に関する規則（平成１９年南城市規則第１２号）は、廃止す

る。 

附 則（平成３０年１１月５日規則第２８号） 
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この規則は、平成３１年１０月１日から施行する。ただし、第３条の改正規定、様式第１

号の改正規定（「軽自動車税減免申請書（公益用・構造上用）」を「軽自動車税（種別割）

減免申請書（公益用・構造上用）」に改める部分を除く。）、様式第２号の改正規定（「軽

自動車税減免申請書（身体障がい者用）」を「軽自動車税（種別割）減免申請書（身体障が

い者用）」に改める部分を除く。）、様式第３号の改正規定（「平成」を削る部分に限る。）、

様式第４号の改正規定（「軽自動車税減免事由消滅申告書」を「軽自動車税（種別割）減免

事由消滅申告書」に改める部分を除く。）は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年９月３０日規則第４８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正前の各規則に規定する様式による用紙は、当該用紙が残存する間、

所要の調整をして使用することができる。 
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様式第１号（第５条関係） 

（平３０規則２８・令３規則４８・一部改正） 

様式第２号（第５条関係） 

（平３０規則２８・令３規則４８・一部改正） 

様式第３号（第５条関係） 

（平３０規則２８・一部改正） 

様式第４号（第６条関係） 

（平３０規則２８・令３規則４８・一部改正） 

様式第５号（第１１条関係）（その１） 

様式第６号（第１１条関係）（その２） 

様式第７号（第１１条関係） 

（令３規則４８・一部改正） 

 


